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モバイルアドホックネットワークにおける
ack-carry方式を用いた情報配布手法

藤井 俊充1,a) 加治 充1,2 佐々木 勇和1 原 隆浩1 西尾 章治郎1

受付日 2011年3月30日,採録日 2011年10月3日

概要：アドホックネットワークにおいて周辺に情報を配布するためのアプローチの 1つに，フラッディン
グを用いる方法がある．フラッディングの効率化に関する研究は多いが，密な環境での冗長なメッセージ
を抑制しつつ全域にメッセージを行きわたらせることを目的としている．そのため，これらの既存手法を
周辺情報の配布に用いると情報を配布する必要のない範囲までメッセージが配布されてしまう．そこで本
論文では，少数の固定端末が存在する環境を想定し，情報の発生地点を通過する移動端末がほとんど存在
しない範囲へのフラッディングを抑制する手法を提案する．提案手法では，受信した情報の配布元に直接
通信できる地点に到達した移動端末が，中継経路の固定端末の識別子を記載した受信確認（ACK）を返信
し，ACKで通知された固定端末がフラッディング範囲を拡張していく．これにより，情報の発生地点を通
過する可能性の高い移動端末に効率的に周辺情報を配布可能にする．提案手法の評価をシミュレーション
実験により行い，有効性を確認した．
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Abstract: Flooding is one of the most fundamental approaches to deliver information that is likely to be
of interest to surrounding mobile nodes in mobile ad hoc networks. A number of research groups have pro-
posed flooding protocols on purpose to reduce redundant retransmissions from neighboring nodes. In those
approaches, unnecessary transmissions are not minimized in an area where no nodes are interested in the
information. In this paper, we propose a flooding method that suppresses transmissions of information to
unnecessary destinations in mobile ad hoc networks with some fixed nodes. In the proposed method, a mobile
node sends an acknowledgement (ACK) including the addresses of fixed nodes that relayed the information
when mobile node passes near the source node of the received information, and the fixed nodes specified in
the ack expand the flooding area. By doing so, the source node can effectively deliver the information to
mobile nodes which are likely to pass near the source node. We confirmed the effectiveness of our proposed
method through some simulations.
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1. はじめに

近年，IEEE802.11や Bluetoothをはじめとする無線通

信技術の発展と，PDA（Personal Digital Assistant）や携

帯電話などの計算機の小型化や高性能化にともない，ユー
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ザが携帯型の端末を持ち歩き，時間や場所に関係なくネッ

トワークに接続できる環境が普及しつつある．これらの計

算機端末を保持する歩行者や車のドライバに，周辺の交通

情報や店の割引情報などの地域に密着した情報を提供する

ための技術やサービスがさかんに開発されている．たとえ

ば，渋滞情報や事故情報を周辺の車や歩行者へ迅速に配布

することで，渋滞回避による温暖化ガス排出量の削減，事故

の回避や移動の高度化が期待されている．これまでに，道

路交通情報通信システム（VICS: Vehicle Information and

Communication System）など様々な手段で周辺の交通情

報や地域に密着した情報を配布するサービスが提供されて

いる．VICSにおいては，FM多重放送や電波ビーコン・

光ビーコンを用いて道路交通情報を配布している．しかし

ながら，FM多重放送などの広域無線ネットワークを使用

して配布する場合，帯域の制限から主要な道路や交差点な

どの情報しか配布できていない．また，情報の配布に FM

多重放送などの放送波を使用する場合には，情報の収集に

別の通信基盤を必要とするという問題もある．局地的な情

報を配布する電波ビーコン・光ビーコンも VICSにおいて

はセンタとの通信基盤を必要とするため高速道路や主要な

道路にしか設置されていない．そのため，ルータ機能を持

つ無線通信端末のみで一時的なネットワークを形成するア

ドホックネットワークが注目されている．アドホックネッ

トーワークは既存の通信基盤を必要とせず，自律分散的に

ネットワークが形成できるため，周辺情報の共有などへの

応用が期待されている．しかしながら，移動端末のみで構

成されるアドホックネットワークには，ネットワークごと

移動してしまった場合にはその場所に周辺情報を残してお

くことが困難であるなど，実用化には未解決の課題も多い．

特にアドホックネットワークでは，通信帯域に限りがある

ため，必要としない端末への配布を抑制するなど，通信帯

域を有効に活用しなければならない．

そこで本研究では，少数の固定端末が存在する無線アド

ホックネットワークにおける効率的な周辺情報の配布手法

を提案する．効率的な配布を行うためには，発生した情報

がどこに必要とされているかを把握する必要があるが，発

生した時点ではどこで必要とされるかは分からない場合が

多い．そのため本研究では，初期状態は狭い範囲でフラッ

ディングを行い，情報の発生地点付近を通過する移動端末

へ情報を中継することが成功した固定端末がフラッディ

ングの範囲を拡大する手法を提案する．これにより，多く

の移動端末が移動してくる方角ではより遠方で情報を受

信することができるが，そうでない方角には近い範囲にし

か配布されない．提案手法では，情報の発生地点に最も近

い固定端末が配布元となり，その情報を含むメッセージを

フラッディングする．このメッセージを受信した移動端末

は，配布元の通信範囲を通過する際，メッセージを中継し

た固定端末の識別子を記載した受信確認（ACK）を直接

返信（carry）する．配布元の端末は，次回以降の配布時に

この識別子を添付し，これを受信した固定端末は自身の識

別子がメッセージに含まれている場合，フラッディングの

範囲を拡張する．シミュレーション評価により，提案手法

によるフラッディング範囲の制御によって，より遠方で情

報を受信したことを示す最大受信ホップ数の平均値をトラ

ヒックを増やさずに大きくすることを確認した．

以下では，2 章で関連研究を紹介し，本研究との比較を

行う．3章で本論文の想定環境について述べ，4章で提案

手法について詳細に説明する．5章でシミュレーション実

験の結果を示す．最後に 6章で本研究のまとめと今後の課

題について述べる．

2. 関連研究

アドホックネットワークにおいて位置依存情報を共有す

るために，2つの代表的なアプローチが用いられる．1つ

目は，周辺の情報を必要とする端末が，情報を保持してい

る端末に問い合わせる方法である．問合せを行う端末は，

必要な情報を保持していると予想される端末に向けて検索

クエリ（問合せ）を送信する．周辺情報を問い合わせる場

合，検索クエリの送信には一般にジオキャスト [2], [3]が用

いられる．

文献 [2]はアドホックネットワークにおけるジオキャス

トに関する先駆的な研究である．ジオキャストでは，送信

先の端末の識別子を指定するのではなく，位置座標を指定

してメッセージを送信することで，指定した領域内に存在

する端末にメッセージが届けられる．文献 [2]の手法では，

送信元が 1つの頂点となり，目的領域を包含する最小の四

角形を転送領域として，メッセージを受信した端末が自身

がその領域内に存在する場合に限り，受信したメッセージ

をさらに転送する手法を提案している．さらに，メッセー

ジを受信した端末が，目的領域の中央の座標との距離を，

メッセージを送信してきた端末と比べ，自身の方がある一

定値以内で近ければ，受信したメッセージを再転送する手

法を提案している．このようなジオキャストを用いた検索

クエリによるアプローチでは，情報の受信者が取得したい

情報の座標を事前に特定できている必要がある．これは，

目的地や経路があらかじめカーナビなどに設定されている

などの場合を除いて，一般に成り立たない．またジオキャ

ストでは，配布元および中継端末において GPSなどの位

置情報システムを必要とするという制約がある．

一方，情報の受信者が取得したい情報を事前に特定でき

ない場合には，情報の配布元から一定の範囲にフラッディ

ングなどで配布する方法が有効である．フラッディングは，

配布元からブロードキャストによる情報配布を行い，それ

を受信した端末が次々とブロードキャストによる再転送を

行う手法である．容易に多くの端末に情報を配布できる手

法であるが，単純なフラッディングでは多数の冗長なメッ
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セージが送信される．アドホックネットワークでは，通信

帯域が限られているため，転送するデータ量が多い場合，

パケット衝突による転送遅延の増大やスループットの低下

が発生する．そのため，フラッディングの効率化に関する

研究が多く行われている [4], [5], [6], [7]．しかしこれらの

研究では，密なアドホックネットワークにおいて，ブロー

ドキャスト転送を行う端末を少なくしつつ，ネットワーク

内の端末すべてに情報を配布することを目的としており，

どの端末が情報を必要としているかは考慮していない．

また，疎なアドホックネットワークでは，マルチホップ

通信のみで目的地へ情報を転送できるとは限らない．文

献 [10]では，ferryと呼ばれる特定経路を巡回する移動端

末が情報の転送を援助する．ferry以外の端末は ferryの移

動経路を分かっているものとし，送信する情報はまず ferry

に転送する．他端末から情報を収集した ferryは，目的地

もしくは他の ferryへその情報を転送する．文献 [10]のよ

うな車両がパケットを保持したまま移動し，新たな転送相

手が現れると転送を再開する手法は carry-and-forwardと

呼ばれ，自動車により構成されたアドホックネットワーク

（VANET: Vehicular Ad hoc Networks）のように移動が激

しい環境においても，情報の転送成功率を向上させること

ができる．文献 [9]では，carry-and-forward手法において

転送遅延時間を抑える 2つの手法を提案している．これら

の手法では，各端末の移動速度や道路ごとの平均移動速度

などの交通情報を用いて，移動端末が情報を自身で運ぶか，

転送するかを決定する．さらに，文献 [1]では，転送する

情報を一時的に保持しておくために，各交差点に固定端末

を配置することを想定している．固定端末は，情報を転送

するのに最適な方向に移動端末が存在しない場合，その方

向に向かう移動端末が現れるまで情報を保持しておく．こ

れにより，目的地までの転送遅延時間が少ないルートで，

情報を転送することが可能となる．また，マルチパスルー

ティングアルゴリズムを提案することにより転送遅延時間

をさらに抑えている．文献 [11]では，情報を保持する端末

との接触機会が多くなるように固定端末を配置する方法を

提案している．これらの研究は，一部のパケットを保持し

て移動する点や固定端末を利用する点で，本研究と類似し

ている．しかしこれらの既存研究では，carry-and-forward

や固定端末を，ネットワーク分断への耐性を目的として利

用しており，無駄な情報配布を抑制するための配布範囲の

決定に利用する本研究とは異なる．

3. 想定環境

本章では，本論文で想定する環境について説明する．

3.1 端末の構成

情報が配布される移動端末に加えて，交差点の信号機や

道路上の街灯のいくつかに設置された少数の固定端末が存

在するものとする．一般的に，メッシュネットワークを構

築できるほど固定端末を多く設置したり，固定端末すべて

がインターネットに接続できるようにしたりするには膨大

なコストがかかると考えられる．そのため，必要最低限の

機能を持った端末をある程度の間隔で設置し，移動端末お

よび固定端末は無線によるマルチホップ通信のみを用いる

ものとする．したがって，情報を発生場所の固定端末から

拡散させるには，移動端末が情報を中継する必要がある．

なお，評価においては，固定端末はすべて道路上にあり無

線の到達半径の約 1.5倍の間隔で存在するものとした．

3.2 周辺情報の配布方法

配布すべき情報は，情報の発生地点から最も近い固定端

末に転送され，その固定端末が配布元となる．配布元の固

定端末からは，フラッディングを用いた配布を行う．これ

は，飛び出し注意といった交通情報を取り扱う場合，目的

地や経路がカーナビなどに設定が行われておらず，移動端

末が自身の行き先（つまり将来に必要となる情報）を把握

していない場合でも，情報が配布されることが望ましいた

めである．フラッディングによる配布は，情報の更新の有

無に関係なく定期的に行うこととする．これは，配布を開

始した時点で，配布範囲に存在していない移動端末にも確

実に周辺情報を届けるためである．そのため，別経路で中

継されてきた同じ周辺情報（同じタイミングで配布された

情報）を受信した場合は再転送しないが，定期的にフラッ

ディングされる周辺情報を違うタイミングで受信した場合

にはそのつど，再転送する．飛び出し情報などの交通情報

は，その情報の発生場所を通過する予定の端末にとって有

用な情報である．配布する情報が店の割引情報などであっ

た場合は，その情報を有用であると判断した端末は，情報

の発生地点を通過するように経路を変更する可能性が高

い．そこで，本研究では，周辺情報を配布すべき対象は，

情報の発生地点を通過する端末とする．

3.3 移動端末の移動特性

実際の人や車の移動では，交差点や道路などの物理的な

構造に従って，多くが目的地に向かって最短距離を移動す

る．これらの道路構造および目的地には一般に偏りがあ

る．そこで本研究では，情報の発生地点を通過する移動端

末がその地点までに用いる経路に偏りがある環境を想定す

る．これらの移動経路の偏りを発生させる要因を移動端末

の移動特性と呼ぶ．移動特性は，通行止めや道の建設によ

り動的に変化することが考えられる．なお，提案手法は移

動特性を利用した周辺情報配布を行うため，評価において

は，動的に移動特性が変化する環境を想定した．

4. 提案手法

本章では，まず提案手法におけるフラッディングの初期
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図 1 TTL = 3 の通常配布

Fig. 1 Normal dissemination (TTL = 3).

状態について述べる．その後，移動端末による受信確認

（ACK）の運搬（ack-carry），フラッディングの拡張につい

て説明する．最後に，道路上における動的な特性変化に対

応するためのタイムアウトについて説明する．

4.1 フラッディングの初期状態

ある固定端末から新たに周辺情報の配布を開始する場合，

自身が配布元となる周辺情報がどこに必要とされるのかま

だ分からないため，小さな k（基準 TTL）での k-ホップ

フラッディングを開始する．k-ホップフラッディングは，

TTL（Time To Live）の初期値が kであるフラッディング

のことである．TTLはフラッディングにおいて情報を配

布する範囲を制限するために用いられ，再転送されるたび

に 1ずつ減少していき，TTLが 0となった情報は転送さ

れない．

配布される周辺情報には，TTLに加え配布元の固定端末

の識別子が添付される．なお，複数の異なる配布範囲の周

辺情報が 1つの固定端末から配布される場合には，自身の

識別子に加えてこれらを区別する識別子も付加する必要が

ある．また提案手法では配布元の識別子に加えて，固定端

末が情報を中継するたびに，自身の識別子を追加する．移

動端末が中継する場合には，自身の識別子は添付しない．

添付した固定端末の識別子は，後述するフラッディングの

拡張において使用される．

図 1 は，固定端末 Hi が配布元となり TTLの初期値を

3としたフラッディングにより周辺情報を配布している様

子を示す．固定端末 Hj には配布元の Hi から移動端末に

よって，情報が中継されている．そのため，Hj の付近に存

在する移動端末が Hj から受信した周辺情報には，配布元

の固定端末 Hi の識別子と，情報を中継した固定端末であ

るHj の識別子が添付されている．なお，初期状態では，配

布元の Hi と固定端末 Hj の周辺の道路にしかフラッディ

ングされておらず，配布元に近づく端末すべてに情報を配

布することができていない．

4.2 移動端末による受信確認の運搬（ack-carry）

移動端末が配布元の固定端末以外から周辺情報を受信し

た場合，受信した周辺情報とその周辺情報に添付されてい

る固定端末の識別子のリストを自身に保存する．なお，受

図 2 移動端末からの返答

Fig. 2 Ack from a mobile node.

信した周辺情報の TTLが 1以上であれば，前述したとお

り移動端末も中継を行う．別の場所で同じ配布元からの周

辺情報を再受信した場合には，保存している周辺情報を更

新し，識別子のリストには新たに受信した固定端末の識別

子を追加する．また，別経路で中継された同じ周辺情報を

受信した場合にも，保存している識別子のリストに，新た

に受信した固定端末の識別子を追加する．その後，移動端

末が受信した周辺情報の発生地点付近に到達した場合，配

布元の固定端末に受信確認（ACK）を送信する．ACKに

は，保存しておいた固定端末の識別子のリストを添付する．

図 2 は，図 1 において，固定端末Hj から情報を受信した

移動端末が，配布元の端末 Hi に対して，情報を中継した

固定端末のリストを ACKで返信している様子を示す．こ

こで，識別子リストには固定端末 Hj が格納されている．

なお，移動端末が周辺情報の発生地点付近に到達しなかっ

た場合には，ACKは配布元に返信されない．

ACKを受信した配布元の固定端末は，配布元に向かっ

て移動する移動端末が多い経路付近に存在する配布元以外

の固定端末を把握できるため，添付されている中継端末の

識別子を，受信した時刻とともに記憶しておく．すでに記

憶していた識別子がある場合，記憶している受信時刻を最

新のものに更新する．

周辺情報を受信した移動端末が，その情報の発生地点付

近に到着したかの判断は，過去にマルチホップ通信で受信

した周辺情報を，配布元から直接受信したことで判断でき

る．ただし，本論文のシミュレーション評価においては，

移動端末が配布元の固定端末の通信範囲に入ったかの判断

を，周辺情報に配布元の固定端末の座標を付加することに

より行っている．これは評価指標に用いている有効受信数

を確実にカウントするためである．

4.3 フラッディングの拡張

配布元の固定端末は，ACKで通知された固定端末の識

別子を記憶している場合には，フラッディングを延長する

端末のリストとして周辺情報に添付してフラッディングを

行う．周辺情報を中継する固定端末は，配布元から添付さ

れてきたリストに自身の識別子が含まれていた場合には，

TTLの値を基準 TTLにリセットして再送信する．含まれ

ていない場合には，4.1 節で説明した手順で再送信する．
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これらの処理により，情報を配布する範囲を，配布元に向

かって移動する端末が存在する方向に拡張することが可能

となる．移動端末が中継する場合は，このリストが添付さ

れていても，通常の手順で中継を行う．

図 3 は，図 2 において返信された受信確認（ACK）に

より取得した固定端末Hj の識別子を添付して，TTLの初

期値を 3としたフラッディングにより周辺情報配布を行っ

ている様子を示す．固定端末 Hj は，情報に添付されたリ

ストに自身の識別子が存在するため，TTLをリセットし転

送する．これにより，固定端末 Hk の周辺までフラッディ

ングを拡張している．

4.4 タイムアウト

配布元の固定端末は，ACKで通知された固定端末の識別

子を，最後に通知された時刻とともに記憶している．その

時刻からの経過時間が基準値より大きくなった場合には，

記憶していた識別子を削除する．この処理により，状況変

化によって移動端末が来なくなった方向へ周辺情報が配布

されなくなる．

図 4 は，通行止めが原因で端末の移動特性が変化し，固

定端末 Hj より先には情報配布が不要となっている様子を

示す．この場合，タイムアウトによりHj，Hk の情報が削

除され，初期状態と同様な状態，すなわち固定端末 Hk 以

降にはフラッディングされなくなる．

なお，状況変化により新たな方角から移動端末が来るよ

うになった場合には，すでに説明した ACKを用いた処理

により，その方角に情報が配布されるようになる．

提案手法では，配布元を通過する移動端末からのみACK

図 3 ack-carry を用いた TTL = 3 の拡張配布

Fig. 3 Expanded dissemination with ack-carry (TTL = 3).

図 4 状況変化による不要な配布

Fig. 4 Unnecessary dissemination by change of a situation.

を受信し，その ACKにより把握した方向へフラッディン

グを拡張するため，移動端末の移動経路の偏りが強いほど，

一定の方向から来る移動端末からしかACKは送信されず，

効率の良い配布範囲の設定が可能となる．したがって，無

駄な方向への配布が減り端末が有効な情報を受信できる割

合が向上すると考えられる．また，移動特性は，朝は都市

へ夕方は郊外へ向かう方向へ偏りが強いといったことや，

通行止めなどの交通事情により時間的に変化することが考

えられるが，タイムアウトの利用により，このような移動

特性の動的な変化に対応できる．また，一般的な移動特性

として，渋滞情報や事故情報などの情報を受信した端末は，

配布元を避けるように経路を変更するが，提案手法ではこ

のような状況は想定しておらず，対応することはできない．

5. 性能評価

本章では，性能評価のために行ったシミュレーション実

験の結果を示す．実験では，ネットワークシミュレータ

Qualnet [8]を用いた．

5.1 シミュレーション環境

本実験ではまず，配布範囲の拡張と移動特性の変化への

対応が行えているかを確認するために，単純な環境での評

価を行った．その後，実際の道路図と交通量を用いて，実

環境に近づけた環境で評価を行った．以下，順に具体的な

シミュレーション環境を示す．

5.1.1 環境A

5,000 [m] × 5,000 [m]の 2次元平面領域に，図 5 に示す

交差点の間隔が 1,000 [m]となる道路を想定した．固定端

末の設置間隔は，固定端末どうしが直接通信できない状況

を想定して，通信範囲約 130 [m]より大きく 200 [m]と設

定した．これは市街地の信号の間隔などを考慮すると妥当

であると考えられる．移動端末は車を想定しているため，

移動速度は 15 [m/s]とした．一般的に，移動速度は端末に

よって異なることが考えられるが，今回のシミュレーショ

ンでは，簡単のため，速度はすべて同じとした．本研究で

は，移動端末は受信した情報を即座に中継することを想定

図 5 想定する道路と移動特性

Fig. 5 Assumed road and mobility pattern.
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しているため，端末の移動速度の違いが手法の性能に影響

を及ぼすことはない．端末間の通信は，IEEE802.11bを想

定し，伝送速度 11 [Mbps]，通信伝搬距離が 130 [m] 程度と

なる送信電力でデータを送信するものとした．

情報は様々な場所から発生することを想定し，情報の配

布元となる固定端末は，ネットワーク内に 3台存在するも

のとし，図 5 の丸印で表される位置に配置した．これらの

端末は，一定の発行間隔 I [秒]ごとに情報を配布する．周

辺情報は交通情報などを想定しているため，データサイズ

は比較的小さい 128 [B]とした．交差点などの移動端末が

密集する場所ではパケット衝突が多発する．これを効率的

に回避する方法が文献 [4], [5], [6], [7]で提案されているが，

本シミュレーションでは簡単のため，端末ごとに受信して

から転送するまでの遅延時間をランダムに決定する方法

を用いた．具体的には，情報を受信した端末は，[0, 2] [秒]

の範囲内でランダムに決定した時間待機し，次のブロード

キャストを行うものとした．移動端末は，すべての道路の

端から 3 [秒]間隔で出現するものとした．各移動端末は，

道路上の交差点に進入した際，以下の特性に従って進行方

向を決定するものとした．

• 図中の矢印の方向から進入した場合
80%の確率で，同じ矢印の示す方向に移動し，20%の

確率で，それ以外の方向（進入してきた道路を除く）

からランダムに選択した方向に進行する．なお，複数

の矢印が図示されている箇所（図中の緑と赤の矢印が

重なっている道路）から進入した場合は，交差点に進

入する前の道路の矢印に対応する移動特性を示すもの

とした．

• 上記以外の場合
進入してきた道路以外からランダムに選択した方向に

進行する．

なお，図 5 で「通行不可」としている道路は，進行先に

選択しないものとした．さらに，移動特性が変化する環境

で評価するために，シミュレーション開始から 5,000 [秒]

の時点で，図 5 に示す通行不可の道路が開放され，図 6 に

示す移動特性に変化するものとした．

図 6 状況変化による移動特性変化

Fig. 6 Change in mobility pattern by change of a situation.

5.1.2 環境 B

図 7 に示す 1,500 [m] × 2,500 [m]の 2次元平面領域に，

固定端末を道路に沿って約 200 [m]間隔で配置した．図内

の数字は，交通量を示す．道路の構成および交通量は，大

阪府箕面市が平成 21年に調査したもの [12]を参考にした．

移動速度などのパラメータは環境Aと同様とし，情報の配

布元となる固定端末は，交通量が比較的多い図 7 の中央あ

たりの交差点に 1台のみ配置した．移動端末は，道路の端

から交通量に従った間隔で出現するものとした．また，各

移動端末は，道路上の交差点に進入した際，移動可能な道

路の交通量の比に従って，進行方向を決定するものとした．

以上のシミュレーション環境において，9,000 [秒]を経過

させたときの以下の評価値を調べた．なお，9,000 [秒]経過

した時点で，ネットワーク内の道路上に存在する端末は，

評価の対象としない．

• 有効受信数
情報の配布元となる固定端末に ACKを返した移動端

末が，ACKを返信する前にその配布元の固定端末か

らの情報を受信した回数（全端末分）の合計．

• 有効受信割合
ネットワーク内の全移動端末が情報を受信した回数に

対する有効受信数の割合．この有効受信割合が高いほ

ど，情報が有効である，つまり配布元を通過する端末

が多い方向へ情報を配布できており，情報が必要とさ

図 7 道路図と交通量

Fig. 7 Road and traffic information.
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れない方向への配布を抑制していることを示してい

る．ACKを返信した後に受信した回数は有効受信数

に数えられないので，双方向の道路が多い環境では，

この値は 0.5以下となる．

• 平均受信ホップ数
情報の配布元となる固定端末に ACKを返した移動端

末が，その配布元から情報を受信するのに要したホッ

プ数の平均．この値が大きくなると事前に情報を受信

できているため，性能が良いことを示す．

• 最大受信ホップ数
情報の配布元となる固定端末に ACKを返した移動端

末が，その配布元から情報を受信するのに要したホッ

プ数の最大値（配布された情報ごとの平均）．平均受

信ホップ数と同様に，この値が大きくなると事前に情

報を受信できているため，性能が良いことを示す．

• トラヒック
シミュレーション時間内に送信されたメッセージ，お

よび ACKメッセージの総バイト数．

5.2 評価結果

5.2.1 基準 TTLによる影響（環境A）

まず，適切な基準 TTL を決定するために，基準 TTL

と配布範囲およびトラヒックの関係を評価した．結果を

図 8 に示す．この図において，横軸は基準 TTLを表す．

縦軸は，配布範囲の拡張が行われているかを検証するた

(a) 有効受信数 (b) 平均受信ホップ数

(c) 最大受信ホップ数 (d) トラヒック

図 8 基準 TTL による影響

Fig. 8 Effect of initial TTL.

め，図 8 (a)に有効受信数，図 8 (b)に平均受信ホップ数，

図 8 (c)に最大受信ホップ数，図 8 (d)の縦軸はトラヒッ

クを示す．なお，情報の配布元の端末からの情報発信間隔

I は 10 [s]とし，タイムアウト時間はなしとした．実験で

は比較のため，配布範囲を提案手法における基準 TTLに

固定したフラッディング（固定フラッディング）における

性能も評価した．図 8 では，左側に提案手法の基準 TTL

を 1から 5で変化させたときの結果を示し，右側に固定フ

ラッディングで TTLを 35から 55に変化させたときの結

果を示す．

図 8 (a)の結果より，提案手法では基準 TTLが 3ホップ

のときに性能が大幅に向上し，それを超えると若干の向上

を続けることが分かる．これは，基準 TTLが 2ホップ以

下のとき，配布元以外の固定端末が情報の伝搬を行わない

（2ホップでは隣の固定端末に届いた時点で TTLが 0とな

る）ため，提案手法における配布範囲の拡張が行われず，

TTLを固定したフラッディングを繰り返すためである．基

準 TTLが 3ホップになると，隣接の固定端末が移動端末

へ情報を伝播可能となるため ack-carryによる配布範囲の

拡張が可能になる．基準 TTLが 4以上で若干の向上を続

けるのは，3ホップのときと同じように配布範囲の拡張は

行われるが，3ホップを超えた分，移動端末が遠くで情報

を受信できるからである．

図 8 (b)，(c)の結果より，提案手法は基準 TTLが 3の

とき，TTLが 45の固定フラッディングと有効な配布範囲
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(a) 有効受信数 (b) 有効受信割合

(c) 最大受信ホップ数 (d) トラヒック

図 9 タイムアウトの影響

Fig. 9 Effect of timeout.

が同等になると考えられる．ここで，図 8 (d)より，基準

TTLが 3のときのトラヒックは TTLが 45の固定フラッ

ディングに比べ大幅に低いことが分かる．これらから，等

方向に情報を配布する固定フラッディングとは異なり，提

案手法では移動特性に従って有効な範囲に情報配布が行わ

れていることが分かる．

図 8 (d)の結果より，基準 TTLの増加にともない，提

案手法のトラヒックが増加していることが分かる．また，

図 8 (b)および (c)における結果と比べると，基準 TTLが

3ホップを超えた場合，平均受信ホップ数と最大受信ホッ

プ数の性能が，トラヒックの増加の割に向上していないこ

とが分かる．これにより，提案手法における基準 TTLは，

固定端末間の距離を考慮に入れた小さな値を設定するべき

であると考えられる．たとえば，固定端末どうしが 2ホッ

プで通信可能な距離である場合，基準 TTLは，ack-carry

を可能にするために最低限必要な 3ホップに設定するべき

である．実環境では，固定端末間の間隔が必ずしも一定で

ないため，基準 TTLは各固定端末ごとに決定するのが有

効となる．具体的には，隣の固定端末を経由して移動端末

が情報を受信したときに TTLが 0となるように基準 TTL

を設定するのが，情報の配布範囲の効率的な拡張の観点か

ら最適と考えられる．

5.2.2 タイムアウトの影響（環境A）

移動特性が変化する場合，タイムアウトの有無によって

提案手法の性能が変化するものと考えられる．提案手法で

は，タイムアウト時間が大きすぎると移動特性の変化に適

応できなくなり，小さすぎると配布範囲を拡張することが

できなくなる．そこで，提案手法におけるタイムアウト時

間の影響を調べるために，タイムアウト時間を変化させた

ときの提案手法の性能を評価した．提案手法における基準

TTLを 3ホップ，発信間隔 I を 5 [秒]とし，タイムアウト

を使用しない場合との比較を行った．結果を図 9 に示す．

タイムアウト時間は 10 [秒]から 100 [秒]まで 10 [秒]刻みで

変化させた．縦軸は，図 9 (a)では有効受信数，図 9 (b)で

は有効受信割合，図 9 (c)では最大受信ホップ数，図 9 (d)

ではトラヒックを示す．

図 9 の結果より，提案手法はタイムアウト時間の増加に

ともない，タイムアウトを設定しない場合の性能に近づく

ことが分かる．これは，図 9 (b)の結果から分かるように，

配布範囲が拡張されやすくなるのとともに，移動特性の変

化にすぐに対応できず，不必要な方向への配布を続けてし

まうためである．一方，タイムアウトを短く設定すると，

配布範囲が拡張されにくくなり，有効受信数は減少するも

のの，移動特性の変化に早く適応でき，不必要な方向への

配布を抑制できるため，有効受信割合は高くなりトラヒッ

クも減少する．

5.2.3 発信間隔の影響（環境A）

発信間隔の影響を調べるために，発信間隔 I を変化させ

たときの提案手法の性能を評価した．結果を図 10 に示す．

この図において，横軸は発信間隔 Iを示し，扱う情報が周辺

情報であることと交差点の間隔，端末の移動速度を考慮し，

5，10，25，50，100 [秒]と変化させた．縦軸は，図 10 (a)

では有効受信数，図 10 (b)では有効受信割合，図 10 (c)で

は最大受信ホップ数，図 10 (d)ではトラヒックを示す．タ

イムアウト時間は図 9 の結果から適当な値と考えられる情

報の発信間隔 I の 2倍と，比較のためタイムアウトなしを
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(a) 有効受信数 (b) 有効受信割合

(c) 最大受信ホップ数 (d) トラヒック

図 10 発信間隔による影響

Fig. 10 Effect of dissemination interval.

用いた．実験では比較のため，配布範囲を 40ホップに固

定したフラッディングにおける性能も評価した．ここで，

配布範囲を 40ホップに固定したフラッディングは，ネッ

トワーク全体へのフラッディングに相当する．

図 10 (a)および図 10 (b)の結果より，情報の発信間隔が

大きくなると，シミュレーション時間内における配布元か

らの発信回数が減少するため，すべての場合で有効受信数

が減少するが，提案手法では有効受信割合がわずかに大き

くなることが分かる．これは，配布範囲を拡張しにくくな

り，配布元により近い範囲にのみ情報が配布されるように

なるからである．配布元付近の端末ほど，配布元を通過す

る可能性が高いため，有効受信割合がわずかに増加する．

提案手法においてタイムアウトを設定した場合，有効受信

数がわずかに減少するものの，有効受信割合が大きくなる

ことが分かる．これは，タイムアウトの設定によって，移

動特性の変化に対応し，情報を必要とする端末が多く存在

しない道路への情報伝搬を抑制できたためである．また，

提案手法における有効受信数は配布範囲を 40ホップに固

定したフラッディングより小さく，有効受信割合が大きく

なることが分かる．

図 10 (c)の結果より，提案手法においてタイムアウトを

設定した場合，タイムアウトを設定しない場合と比較して

最大受信ホップ数が小さくなることが分かる．一方，タイ

ムアウトを設定しない場合，特に発信間隔が短い場合にお

いて最大受信ホップ数が大きくなり，配布範囲を 40ホップ

に固定した場合を上回ることが分かる．これは，移動特性

の変化にかかわらず配布範囲を拡張し続けることで，より

遠方の移動端末が情報を受信する機会が増加したためであ

ると考えられる．また，配布間隔の増加にともない，タイ

ムアウトの有無による最大受信ホップ数の差が小さくなる

ことが分かる．これは，発信間隔の増加にともなってタイ

ムアウト期間が大きくなり，提案手法におけるタイムアウ

トの効果が小さくなるためである．また，発信間隔が長く

なると全体的に最大受信ホップ数が小さくなる．これは，

移動端末が配布範囲に進入してから次のフラッディング開

始までの期間が長くなり，遠方で情報を受信できる機会が

減少するためである．

図 10 (d)の結果より，提案手法は，タイムアウトを設定

することで移動特性が変化する環境においてもトラヒッ

クを抑えることができていることが分かる．また，固定フ

ラッディングに比べてトラヒックを半分に抑えることがで

きている．このことから，ネットワーク容量が限られてい

る場合，提案手法では固定フラッディングと比べ発信間隔

を半分に設定することができ，より新鮮な情報を配布する

ことができると考えられる．

5.2.4 実交通量による評価（環境 B）

提案手法における基準 TTLを 3ホップ，タイムアウト

時間は情報の発信間隔 I の 2倍として，実交通量に基づく

環境における提案方式の性能評価を行った．実験では比較

のため，ネットワーク全体への配布に相当する 30ホップ，

トラヒックが提案方式とほぼ同じになる 6 ホップ，基準

TTLと同じ 3ホップに固定したフラッディングにおける

性能も評価した．結果を図 11 に示す．この図において，

横軸は発信間隔 I を表し，環境Aと同様に 5，10，25，50，

100 [秒]と変化させた．縦軸は，図 11 (a)では有効受信数，

図 11 (b)では有効受信割合，図 11 (c)では最大受信ホップ
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(a) 有効受信数 (b) 有効受信割合

(c) 最大受信ホップ数 (d) トラヒック

図 11 実交通量に基づく評価

Fig. 11 Evaluation with the real traffic information.

数，図 11 (d)ではトラヒックを示す．

図 11 (a)の結果より，提案手法は，ネットワーク全体へ

のフラッディングを表す配布範囲を 30ホップに固定した

フラッディングと比べ有効受信数が小さく，図 11 (c)の結

果より，最大受信ホップ数が 5ホップ程度低いことが分か

る．しかしながら，図 11 (b)および図 11 (d)の結果から，

有効受信割合およびトラヒックが改善されていることが分

かる．

また，図 11 (a)および図 11 (d)の結果より，有効受信

数とトラヒックにおいて，提案手法は配布範囲を 6 ホッ

プに固定したフラッディングとほぼ同程度の性能であり，

図 11 (c) の結果から，配布範囲を 6 ホップに固定したフ

ラッディングと比べ，2ホップ程度遠方で受信できている

ことが分かる．図 11 (b)の結果より，有効受信割合も改善

されていることが分かる．したがって，提案手法は固定フ

ラッディングよりも性能が良いことが分かるが，図 10 の

結果よりも大きな差が見られない．これらは，移動端末の

密度が影響していると思われる．密度が低いと，移動端末

が固定端末間を経由する機会や ACKが返信される機会が

減少し，提案手法において効率的に配布範囲を拡張するこ

とができないため，この環境では全体的に提案手法の性能

が低下したと考えられる．このことから，提案手法におけ

るタイムアウト時間は，移動端末の密度を考慮に入れて設

定するべきであると考えられる．

6. おわりに

本研究では，アドホックネットワークにおいて，周辺情

報を必要とする端末が存在しない範囲への配布を抑制する

ために，ack-carry方式によるフラッディング制御手法を提

案した．提案手法では，情報の発生地点を通過した場合に

配布元に受信確認（ACK）を直接送信する．ACKは，周

辺情報を受信した端末が情報の発生地点を通過しなかった

場合には送信されない．そのため，受信した情報を中継し

た固定端末の識別子を ACKに含めることで，情報の配布

元は自身の付近を通過する移動端末が多く存在する範囲に

ある固定端末を，フラッディングを拡張すべき方向として

把握する．この ack-carry方式により把握した範囲に従っ

て，フラッディングによる配布範囲を拡張することにより，

情報の発生地点を通過する可能性が高い移動端末に周辺情

報を配布できる．

提案手法では，周辺情報の配布のために固定端末を用い

ることを前提としている．これは，今後，LED付きの街灯

などが普及するものと考えられ，コストの低い簡易な固定

端末をその街灯に取り付けることは比較的容易であると予

測しているためである．

シミュレーション実験により，提案手法は，通常のフ

ラッディングよりトラヒックを削減しつつ，多くの情報を

必要とする端末に配布できていることを確認した．また，

実際の道路図や交通量を使用することで，実環境に近い環

境での評価も行った．

提案手法では，ある周辺情報はその配布元を今後通過す

る移動端末にとって有効であると仮定し，通過時に配布元

である端末に直接 ACKを返すことで，情報を配布すべき

方向にある固定端末を把握していた．しかし，実環境にお

いて，渋滞情報のように有効な情報を受信することで，移

動経路を変更するということが考えられる．この場合，提
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案手法では，配布元である端末は，自身の配布する情報が

どの範囲に有効であるかを把握することができない．そこ

で今後は，このような状況にも対応できる手法について検

討する予定である．
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